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『季刊都市政策』 

 

 

 

 

 

 

 

１ 高度情報化社会の到来 

 

 最近あるテレビコマーシャルが繰り返し

流されている。風采の上がらない男がスー

パーに入ってきて、食品や日用品など手当

たり次第うすぎたないコートの内ポケット

に入れていく。そのままレジも通らず店を

出ていこうとする男に、店員が声をかける。

万引きの現場を押さえたシーンかと見てい

ると、店員がこういう。「お客様、レシート

をお忘れです。」 

一体何のコマーシャルなのか、自治体の

職員の中で正確に答えられる人が何人いる

だろう。実はこれは近未来のスーパーの姿

なのである。そこでは１つ１つの商品に非

接触型のＩＣがつけられていて、男が店を

出ようとするときにくぐったゲートから発

射される電波を受けて、男の身につけたす

べての商品が瞬時に品名と価格を応え、コ

ンピュータが買い上げ代金を計算し、同時

に通信ネットワークを通じて男の銀行口座

から代金が引き落とされた。だからレシー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

トをお忘れです、となったのである。バー

コードがＩＣに代わってレジがなくなり、

現金やカードによる決済がデビットカード

に代わった時代のスーパーの姿である。も

うそれだけのテクノロジーはできている。 

 もう２、３年前のアメリカの新聞に銀行

の広告が出ていた。家族が居間で愛犬と団

らんしている写真の下に小さく、私たちは

この家族の大事な時間を決して邪魔しませ

ん、一日のうちに５分だけ時間をいただけ

ればそれであなたの銀行の仕事はすべて片

づきます、とのコピーが載っていた。日本

でもようやくインターネット・バンキング

が本格化してきた。もうすぐ高速道路の入

口、出口に人がいて通行券を渡したり料金

を受け取ったりする姿は見られなくなるだ

ろう。今でもニューヨークに出かける人は、

日本からインターネットでブロードウェイ

やカーネギーホールのチケットを買い、劇

場の入口で受け取ることができる。サッカ
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ーのワールドカップの切符がインターネッ

トのトラブルで買えなかった事件は、シス

テム設計者の側がインターネットユーザー

の数を過小評価していたためではないだろ

うか。ｉモードや EZ ウェブの利用者は３

０００万人に迫ろうとしている。 

 これらはほんの一例だが、今日本でもよ

うやく高度情報化社会が実感されるように

なり、政府の政策もＩＴ一色となってきた。

それでも日本の取り組みは、米国はもとよ

り韓国、香港、シンガポール、マレーシア、

インドなどに遅れている面もあるという。

企業は生き残りを賭け、あるいは新たなビ

ジネスを求めてＩＴ関連の投資を増やして

いる。大学生はインターネットができなけ

れば、事実上就職活動ができなくなってい

る。まもなく全国の小中学校にはインター

ネットが完全に普及することになっている。

神戸でもＣＡＴＶ経由で高速通信を利用し

ている人は急増している。冬場雪に降り込

められる金沢では高齢者のパソコン教室が

盛況を呈している。 

 さらには放送がディジタル化されつつあ

る。既にＣＳ放送はディジタルだし、ＢＳ

ディジタルが始まり、２００３年からは普

通のテレビチャンネル（地上波放送）がデ

ィジタル化される。ディジタル放送の魅力

の１つは双方向生、つまり、インターネッ

トと組み合わせて放送局と家庭とで問い合

わせ、商品の注文、意見の表明などができ

るということだ。 

 こうした流れの中で、政府や地方公共団

体など、行政サービス提供部門はどう対応

しようとしているのだろうか。高度情報化

社会の便利さを体得した住民は、オールド

テクノロジーの行政サービスに不満をつの

らせるに違いない。先般身内に不幸があっ

た時、医師の死亡診断書は病院で、埋葬許

可証は市役所で、戸籍の抹消および除籍証

明は本籍地の役場で、年金の精算と停止は

社会保険庁で、介護保険の停止は市役所で

と、走り回らされた。いくつかの手続きは

郵便で済ますことができたが、電子行政な

らワンストップ・サービスができて当然の

はずだと思われる。 

 高度情報化社会は高生産性社会でもある。

ひとびとの時間価値は高まり、忙しいひと

びとは単なる移動や、バックオフィス業務

や、事務手手続きなどを忌み嫌うようにな

るだろう。楽しみのためであれ、仕事のた

めであれ、本当に価値の高い目的のために

時間を使うことはいとわないが、経済学者

が取引費用と呼ぶような時間はできるだけ

節約しようとするだろう。なぜものを買う

ために商店に行かなければならないか、な

ぜ勉強するために学校に行かなければなら

ないか、なぜ手続きのために区役所に行か

なければならないか、なぜ選挙するために

会場に出向かなければならないか。そう自

問するわがままな消費者が増えるだろう。 
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 考えてみれば、サービス産業のはずの銀

行は預金者をないがしろにしてきた。預金

者が銀行に預金するということは、銀行に

お金を貸すということであり、銀行は借金

証文として預金通帳を発行している。預金

を払い戻すということは、銀行に貸してあ

った資金を返済してもらうということであ

る。いずれにしても、預金者は債権者であ

り銀行は債務者である。その債務者が便利

の良い場所の立派で居心地の良いオフィス

に座って応対し、債権者である預金者がそ

の場所にまで足を運んでカウンターの前で

立たされるという図式は、明らかに預金者

をないがしろにしている。インターネット

ではじめて銀行が２４時間預金者の元に足

を運ぶようになった。ようやく当然の図式

が実現したと見るべきだろう。 

 同じことを行政の窓口業務に当てはめて

みれば、住民が何を電子政府に期待するか

明らかになる。とにかく行政サービスとい

う以上、許認可、届け出、証明書発行、納

税など、役所の方から個人宅や事務所に出

向いてくるのが当たり前なのだ。さまざま

な書式への記入の仕方を間違える人がいる

のは、書式の設計ミスなのだ。行政文書に

部外者には分かりにくい特別の慣用句を平

気で使うのは、サービス精神が足りない証

拠だ。公立学校など、校区を決めて、校区

内の子供を強制的に学校に通わせ、出席し

なかった子供を欠席として罰するやり方は、

民間のサービス産業なら考えられない。民

間企業なら、どうすれば喜んで顧客が来て

くれるかを必死に考え、来なかった顧客を

罰するなどという傲慢な発想は出てこない。 

とは言え、電子政府への方向は、国レベ

ルでの検討が先行し、多くの地方公共団体

の側に混乱や迷いが見られるようだ。その

ため全国３３００の自治体がすべて同じペ

ースで電子化に取り組むとは思われない。

先行する自治体は注目され、遅れる自治体

への住民の不満はつのるだろう。今のまま

では、自治体間の取り組みの違いが、新た

なディジタル・ディバイドを生むことにも

なりかねない。日本は役所や自治体のプレ

ゼンスが大きく、それだけに地方方向団体

のサービス向上は日本人の生活を大きく左

右する。それでは何をどうすればよいのか、

少し立ち入って考えてみよう。 

 

２ 地方公共団体の情報化施策 

 

 平成１２年８月、政府の情報通信技術（Ｉ

Ｔ）革命に対応した地方公共団体における

情報化推進本部は、同本部決定として「Ｉ

Ｔ革命に対応した地方公共団体における情

報化施策等の推進に関する指針」（以下指針

という）を発表した。それによると、基本

的な考え方として、１）高度、多様化する

住民ニーズに対応した質の高い行政サービ

スの提供、２）情報通信基盤の整備による
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社会・経済活動の活性化、３）事務処理全

般の見直しによる行政の簡素・効率化及び

透明化、があげられている。 

 指針が例示するインターネットを利用し

たオンライン申請やホームページを通じた

行政情報の入手、電子商取引等をスムーズ

に行うための電子証明書の発行、文書管理

システムの確立などは、新しい高度情報化

社会の行政インフラとして１０年後には定

着しているだろう。そのためには、庁内Ｌ

ＡＮの整備、一人一台のパソコン、総合行

政ネットワークの構築等は準備に過ぎない。

申請、届出等手続きのオンライン化に際し

て、個人や組織を認証する基盤を整備する

必要があるのは当然だが、認証や暗号は必

ず破られるとしてためらっていては、何事

も進まない。アメリカでは、文書の内容証

明や、文書の存在証明、個人の認証までサ

ービスとして行う民間企業が出てきている。 

 その他、消防防災分野における情報通信

高度化の必要性や、地理情報システムの整

備、ディジタル・ミュージアム、税の申告

手続きの電子化、選挙システムの電子化等

も指針は指摘しているが、とりわけインパ

クトが大きいのは、平成１１年８月に公布

された住民基本台帳法の一部を改正する法

律の影響である（以下改正住基法という）。 

 改正住基法は、住民票の記載事項に新た

に住民票コードを追加し、住民基本台帳事

務の効率化と全国ネットワーク化を行うこ

とを目的としている。この住民票コードは、

個人に付される国民背番号だとしてプライ

バシーの観点から国会でも論争になった。

反対論の背景には、行政サービスの向上を

理由に個人資産の名寄せや納税上不利益な

目的のために住民票コードが利用される可

能性があることと、国民が番号によって管

理されることの精神的圧迫感やプライバシ

ーへの悪影響等への懸念があったと思われ

る。 

 しかし、アメリカでは戸籍制度こそプラ

イバシーの侵害だと考える人が多いが、反

対に個人番号は５０年以上前から社会保険

番号の形で受け入れられている。何を受け

入れるかはその社会が決めるべきことであ

り、戸籍制度を受け入れている社会が個人

番号制度を嫌悪するのは筋が通らない。む

しろ、全国どこでもいつでもオンラインで

住民票が取れることのメリットは、個人の

プライバシー問題に十分配慮したシステム

を前提にするならば、一部のひとびとの不

利益を補って余りあるものと思われる。 

 住基情報の保守管理については、現在自

治体によって異なるシステムが採用されて

いるようだ。ある自治体は、プライバシー

を重視して住基情報を格納するサーバを組

織内に置き、かなりの人数を割いて入出力

情報の管理を内部で行っている。別の自治

体は、情報管理のルーティンを外部委託し、

情報管理課といった部署では職員がより戦
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略的職務に専念する体制をとっている。そ

れぞれ考え方はあろうが、職員の志気は後

者のやり方の方が高いようだ。 

住基法で認められたもう一つ注目すべき

点は、住民がネットワークシステムを利用

してより高度な行政サービスを受けること

ができるようにするため、本人の申請によ

り、市町村が全国共通様式のＩＣカードを

公布することができるようになったことで

ある。ＩＣカードは、多くの情報を書き込

める安価なメディアとして、オフラインで

流通するセキュリティの高いメディアとし

て、注目されている。そのため、現在多く

の自治体がメーカーやシステムインテグレ

ーターと共同で、新しいサービスのための

実験を行おうとしている。 

 たとえば、住民票コード情報、医療情報、

治療・投薬履歴、福祉サービス情報等を搭

載したＩＣカードは、電子カルテや介護保

険の目的に使うことができる。同様なＩＣ

カードは図書館、博物館、研修施設、スポ

ーツ施設、保健施設、公共交通機関の利用

カードとして使えるかもしれない。大学な

らば、学籍簿情報、授業料納付情報も搭載

し、図書貸出し、建物やコンピュータ室へ

の入室管理、大学生協の電子マネーなどに

も使えるだろう。より電子取引に近い使い

方としては、各種行政サービスに決済機能

を追加することで新たなビジネスモデルが

生まれるかもしれない。携帯電話と組み合

わせてモバイル性を高めることも可能だろ

う。 

 

３．サイバー関西への期待 

 

 ネットワークは基本的にボーダーレスに

増殖する。自治体の情報化によって期待さ

れるもう一つの効果は、行政がようやく個

人や企業の広域的活動に追いつけるように

なることである。そこで行政や個人や企業

がネットワークでつながったサイバー関西

へ向けての提案をいくつか試みてみたい。

サイバーインフラは物理的ネットワーク、

通信の基本的管理ソフトおよびアプリケー

ションから成る。 

物理的ネットワークについては、ＮＴＴ

関西、ＯＭＰ、セルラー、アステル等の通

信事業者に負うところが大きい。これから

のネットワークは有線、無線が自由に組み

合わせされ、シームレスな通信環境を供給

することになろう。通信に加えて、ディジ

タル融合の時代には、ＣＡＴＶ、地上波放

送、衛星放送もネットワークに加わってく

る。 

これまでの競争は、自社ネットワークへ

の顧客の囲い込み競争だったが、その結果、

他社ネットワークへの接続点に問題が集中

し、利用者にとって決して便利な通信環境

とはなっていない。これからは、インフラ

事業者が競争しつつも共同でメタネットワ
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ークを構築し、費用と収益を分け合う新し

いビジネスプランを模索しなければならな

い。目的とするところは、移動体、固定端

末のどこから入っても快適に通信が可能な

ネットワークを、利用者の支払い可能な料

金で提供することである。 

その意味で、既に始まった通信料金の固

定制の導入は評価できるが、これからは料

金水準の低下が望まれる。また、大阪湾ベ

イエリア地域をすべて同一メッセージエリ

アとして共通の市外番号に収容する方向も

検討に値しよう。 

ＯＳについては、しばらくインターネッ

ト等非交換系の技術が主流となろう。既に

太平洋、大西洋を渡る通信においては、デ

ータが音声をトラフィックにおいて凌駕し

ている。日本でも今年あたりからインター

ネットの普及が爆発的に進み始めた。それ

でもインターネット人口普及率は米国の３

０％に対して日本は２０％、インターネッ

ト学校普及率は米国の８９％に対して日本

は３５．６％といった格差がある。政府の

政策もあって、日本でもインターネットは

この先ますます普及していくであろう。 

 アプリケーションに関しては、まずＫＩ

ＰＰＯ（関西情報発信機能強化推進協議会）

の充実をあげたい。ＫＩＰＰＯのホームペ

ージには関西の自治体や公共施設、イベン

トなどの情報が載せられているが、これを

官民そろって、関西プロモーションのゲー

トウェイに育てたい。日本への旅が関空か

ら始まるように、関西情報探索の旅はＫＩ

ＰＰＯから始まるようにしたい。そのため

には膨大なデータをユーザーの希望に合わ

せて探索するエージェント・ソフトの開発

も必要だろう。 

政府を頼らない関西の心意気の中からは、

法務局を必要としない電子認証の仕組みが

生まれてほしい。蚊取線香、クレパス、ラ

ジオ、即席ラーメン、プレハブ住宅、カラ

オケ、ファミコンを生んだ関西からは、電

子商取引の世界でも次々と新製品、新サー

ビスが誕生することを期待したい。歴史街

道を育んだ関西からは人と自然が醸し出す

生活文化が発信されることだろう。サイバ

ー経済やディジタル経済の時代に先駆けて、

関西からは新しいワークシェアリングの知

恵も生まれてほしい。 

 

４ 高度情報化社会と都市のガバナンス 

 

 高度情報化時代の地方自治体は、これま

でとは異なるさまざまな行政的課題に直面

することになろう。ここでは予想される問

題を３つだけとりあげ、注意を喚起してお

きたい。 

 その第１は、都市計画あるいは都市にお

ける機能配置に大きな変化が生まれるだろ

うと予想される点である。これまでの都市

は、中心市街地（ＣＢＤ）が存在し、そこ
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からのパースペクティブでまちのスカイラ

インが形成され、ビジネス区、商業区、居

住区が展開し、異なる機能に特化した地区

間の大量交通機関が人とものの移動を受け

持つという形をとっていた。日本全体が東

京一極集中の合理性を追求したのと同じ原

理で、地方都市も局所的重力の中心を形成

し、都市の中でもＣＢＤに中枢的機能が集

中した。 

 しかし、高度情報化によって都市の姿は

変わるかもしれない。たとえば、神戸市を

例にとれば、都心開発におけるバーチャル

な集積とアクチャルな分散を同時に実現す

ることができるかもしれない。本社機能は

ポートアイランドに置き、北野・三宮・元

町・メリケンパーク・ハーバーランド・ポ

ートアイランド・東部新都心にはＳＯＨＯ

的オフィスが点在して、経済活動が展開さ

れるようになるかもしれない。そうしたオ

フィス街はスポーツ施設や文化施設、さら

にレストランやレジャー施設と混在した姿

を呈するだろう。都心への居住も進むだろ

う。都心は若者だけではなく移動性を楽し

む高齢者にとっても住みやすい場所となる

だろう。そうしたごちゃまぜの魅力が都市

の新たな魅力となるかもしれない。 

 第２の課題は、ネットワークの広がりに

よって都市機能が時間的空間的に拡大し、

都市のユーザーが広がっていくとき、都市

行政のガバナンスの仕組みも変化しなけれ

ばならない。既に観光客やビジネス客を考

慮に入れれば、住民登録し納税する住民や

企業だけが都市のユーザーではない。この

傾向は、ネットワークによるアクセスが増

えるにつれてますます顕著となろう。かつ

て、あじさいネットを通じたゴルフ場の予

約に兵庫県外からの申し込みが殺到し、地

元住民が予約しにくくなったとして、議会

で問題にされたと聞いたことがある。高度

情報化時代の都市は、どこまでのユーザー

のニーズに応えようとし、また、ステーク

ホルダーとしてのバーチャルな市民はどこ

まで市の行政に関与することができるのだ

ろうか。観光客の懐古趣味と住民生活の利

便との間で揺れる歴史都市の悩みは、これ

からすべての都市行政にとって共通の課題

となるだろう。 

 高度情報化時代には、ディジタル・ディ

バイドを克服すれば、ネットワーク上で均

質なサービスが提供されるようになる。郡

部でも都市でも同じ情報にアクセスするこ

とができ、どこに住んでいても同質な行政

サービスが受けられる。それは時間と距離

を克服するテクノロジーのもたらす福音だ

が、それですべての地域が同質になるわけ

ではない。 

 むしろ、高度情報化時代の自治体や地域

やコミュニティは、新たに独自の価値体系、

文化、郷土色の発見を迫られることになる

と予想される。ネットワーク上で交信され
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るのはディジタル情報であり、ディジタル

情報は無費用で完全なコピーが可能である。

だからネット上で情報の編集技術は高度に

発達するが、オリジナルな情報が生まれる

のは、やはり生身の人間が暮らすリアルな

社会においてである。それにこれまでのと

ころ、人間の視覚、聴覚情報しかディジタ

ル化されていないが、人間はこの外に、味

覚、嗅覚、触覚、さらにそれらの総合的認

知力によってはじめて外界や自信の内奥を

知覚し住みやすさを発見する。 

 したがって第３の問題として、これから

の自治体に求められることは、ネット時代

の金太郎飴的サービスの提供ではなく、地

形、風土、自然環境にはぐくまれ、地域に

受け継がれてきた伝統、地域で培われた感

覚や価値観を再評価し、リアルとバーチャ

ルのバランスがとれた「環境」を創り出し

ていくことだと指摘できよう。確かに世の

中は「べき」論だけでは動かない。しかし、

情報を広域的に共有する社会は、ひとびと

の足による投票だけでなく、情報やお金に

よる投票も容易になる社会である。自治体

や都市も、グローバルな競争に負ければ衰

退する時代に、方向性について迷っている

余裕はあるのだろうか。 


